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別記 

第１号様式                             年  月  日 
 

公衆浴場耐震化促進支援事業及びクリーンエネルギー化等推進事業補助金交付申請書 兼  

営業継続期間等誓約及び同意書 
 

 東京都知事 殿 
 
 標記補助金の交付を受けたいので、公衆浴場耐震化促進支援事業及びクリーンエネルギー化

等推進事業補助要綱（平成 31 年４月１日付 30生消生第 566 号、以下「要綱」という。）第９

の規定に基づき、下記１から６までのとおり、交付申請します。 

また、この交付申請に当たり、下記７の事項について誓約及び同意します。 
 

記 

１ 申請者氏名等 

申 

請 

者 

氏名 
印鑑証明書に記載の氏名(法人は、法人名及び代表者職･氏名) 

連絡先 
自宅： 
携帯：  

住所 
印鑑証明書に記載の住所 

〒   －        

浴 

場 
名称 

営業許可書における施設の名称 
所在地 

営業許可書における施設の所在地 

 東京都 

経 

営 

者 

☐ 申請者と同じ（申請者と異なる場合は、次の経営者情報を記入してください。） 

氏名 
営業許可書の交付を受けた者の氏名（法人は、法人名及び代表者職･氏名) 

連絡先 
自宅： 
携帯：  

住所 
営業許可書の交付を受けた者の住所 

〒   －        

浴 

場 

所 

有 

者 

☐ 申請者と同じ（申請者と異なる場合は、次の所有者情報を記入してください。） 

氏名 
貸借契約書の貸主等の氏名（法人は、法人名及び代表者職･氏名) 

連絡先 
自宅： 
携帯：  

住所 
貸借契約書の貸主等の住所 

〒   －        
 
２ 耐震化促進支援事業の内容 

事業の 

種別 

次のいずれかを選択（□に✔を記入） 工事 

予定期間 
年  月  日から 
年  月  日まで ☐ 応急的修繕 ☐ 計画的修繕 

工事 

内容 

【要綱別紙１又は２に例示された修繕以外の場合、現況と具体的な工事内容をご記入ください。】 

 

所要経費（総額）<※注１> 補助対象経費申請額<※注２> 交付申請額（千円未満切捨て） 

円 円 円 

その他資金計画 

区市補助金 自己資金 その他（        ) 

円 円 円 

建築 

年月日 
  年  月  日 構造 

造  

地上    階  地下    階  
※注１ 補助対象とならない工事等を併せて実施する場合、その区別が分かる見積書の写しを添付又は見積書

の写しに注釈を付して添付すること。 
※注２ 補助対象経費限度額等一覧 

事業の種類 補助対象経費限度額 補助率 補助限度額 

① 応急的修繕 ６００万円 ２／３ ４００万円 
② 計画的修繕 １，０００万円 ２／３ ６６０万円 

実印 

実印 
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実印 

（割印） 

３ クリーンエネルギー化等推進事業の内容 

※注１ 工事を追加する場合、このページを追加してご申請ください。 
※注２ ４ クリーンエネルギー化の内容を記入すること 
※注３ ５ 既設ガス等燃料設備更新の内容を記入すること 
※注４ ６その他更新の内容を記入すること 
※注５ 補助対象とならない工事等を併せて実施する場合、その区別が分かる見積書の写しを添付又は見積

書の写しに注釈を付して添付すること。 
※注６ 補助対象経費限度額等は下表のとおり 

事業の種類 補助対象経費限度額 補助率 補助限度額 

① クリーンエネルギー化 ６００万円 ２／３ ４００万円 
② コージェネレーション設備設置 ６００万円 ２／３ ４００万円 
③ 太陽光発電システム設置 １，３９２万円 ２／３ ９２８万円 
④ ＬＥＤ照明器具設置 ３００万円 ２／３ ２００万円 
⑤ 既設ガス等燃料設備更新 ６００万円 ２／３ ４００万円 
⑥ 高効率空調機設置 ６００万円 ２／３ ４００万円 

 

４ クリーンエネルギー化の内容 

工事前の 

燃料 

該当する□に✔とその割合(％)を記入 

☐重油（      ％）☐廃油（     ％）☐雑燃（    ％） 

☐その他燃料（            ）（     ％） 

工事後の 

燃料 

(予定) 

該当する□に✔とその割合(％)を記入 

☐都市ガス（    ％）☐ヒートポンプ（    ％）☐太陽光発電（    ％） 

☐重油（      ％）☐廃油（     ％）☐雑燃（    ％） 

☐その他燃料（            ）（     ％） 

事業の種類 

<※注１> 

工事１ 工事２ 
次のいずれか１つを選択（□に✔を記入） 次のいずれか１つを選択（□に✔を記入） 

☐ クリーンエネルギー化<※注２> 

☐ 既設ガス等燃料設備更新<※注３> 

☐ 高効率空調機設置 

コージェネレーション設備設置 

（☐ 新規･☐ 更新<※注４>） 

太陽光発電システム設置 

（☐ 新規･☐ 更新<※注４>） 

LED 照明器具設置 

（☐ 新規･☐ 更新<※注４>） 

☐ クリーンエネルギー化<※注２> 

☐ 既設ガス等燃料設備更新<※注３> 

☐ 高効率空調機設置 

コージェネレーション設備設置 

（☐ 新規･☐ 更新<※注４>） 

太陽光発電システム設置 

（☐ 新規･☐ 更新<※注４>） 

LED 照明器具設置 

（☐ 新規･☐ 更新<※注４>） 

工事内容 

(現況と具体的な工事内容(導入する設備等)) (現況と具体的な工事内容(導入する設備等)) 

  

工事予定期間 
年  月  日から 年  月  日から 

年  月  日まで 年  月  日まで 

所要経費<※注６> 円 円 

 
補助対象経費 

申請額<※注７> 
円 円 

 
交付申請額 

（千円未満切捨て） 
円 円 

 
そ
の
他
資
金
計
画 

区市補助金 円 円 

 自己資金 円 円 

 
その他 

（     ） 
円 円 

２／４ 

実印 



３／４ 

実印 

（割印） 

５ 既設ガス等燃料設備更新の内容 

更新前の 

燃料設備 
 

種  類 
☐ガスバーナー   ☐ガスボイラー   ☐ヒートポンプ 

☐その他（                   ） 

導 入 年 （       ）年に導入した燃料設備の更新 

補 助 金 の 

有   無 

☐ 都の補助金交付を受けないで導入した設備 

☐ 都の補助金交付を受けて導入した設備 

処 分 方 法 

☐保存する  ☐ 廃棄する  ☐ 譲渡する  ☐ 交換する 

☐貸し付ける ☐ その他（               ） 

（上記処分方法の概要を記載する） 

 

処分に係る

収入の有無 

☐ 上記の処分方法により収入は発生しない 

☐ 上記の処分方法により収入が発生する 

（「収入が発生する」場合、その概要を記載する）  

 

更新後の 

燃料設備 
種 類 

☐ ガスバーナー  ☐ ガスボイラー  ☐ ヒートポンプ 

☐ その他（                       ） 
 
６ その他更新の内容 

更新前の 

その他更新

の設備等 

種類 

☐コージェネレーション設備（更新） 

☐太陽光発電システム（更新） 

☐LED 照明器具（更新） 

導 入 年 （       ）年に導入 

補 助 金 の 

有   無 

☐ 都の補助金交付を受けないで導入した設備等 

☐ 都の補助金交付を受けて導入した設備等 

処 分 方 法 

☐ 保存する  ☐ 廃棄する  ☐ 譲渡する  ☐ 交換する 

☐ 貸し付ける ☐ その他（               ） 

（上記処分方法の概要を記載する） 

 

処分に係る

収入の有無 

☐ 上記の処分方法により収入は発生しない 

☐ 上記の処分方法により収入が発生する 

（「収入が発生する」場合、その概要を記載する）  

 

※「６ その他更新の内容」に関する工事を追加する場合、このページを追加してご申請ください。 

実印 



４／４ 

７ 誓約及び同意事項（内容をご確認の上、□に✔を入れてください。） 

申請者が次の（１）から（３）までの事項について、誓約及び同意いたします。 

なお、これらに相違又は違反がある場合のほか、要綱第１７ １（１）から（８）まで

のいずれかの規定により交付決定の全部又は一部を取り消された場合において、要綱第２

２に基づく補助金の返還や要綱第２３に基づく違約加算金及び延滞金の納付に異議なく応

じることを誓約いたします。 

 

☐（１）記載した情報等について 

申請者は、１から６までに記載した情報が事実と相違がないことを誓約します。 

 

☐（２）経営継続期間（要綱第５）について 

ア 申請者は、補助事業が完了した日（補助金の入金があった日）から５年以上公衆浴場

の営業を継続することを誓約します。 

イ 申請者は、アの期間内にやむを得ず補助事業に係る公衆浴場の営業を休止又は廃止し

ようとするときは、速やかに休業届（第１６号様式）又は廃業届（第１７号様式）を東

京都へ提出することを誓約します。 

 

☐（３）暴力団員等（要綱第５ただし書）への非該当について 

ア 申請者（法人その他の団体にあっては、代表者、役員又は使用人その他の従業員若し

くは構成員を含む。）が、要綱第５ただし書に該当せず、かつ、将来にわたっても該当

しないことを誓約します。 

イ 知事が必要と認めた場合には、暴力団員等であるか否かの確認のため、警視庁へ照会

がなされることに同意いたします。 

※「暴力団員等」とは、以下の者をいう。 

・暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する法人等に所属する者 

・暴力団員を雇用している者 

・暴力団又は暴力団員を不当に利用していると認められる者 

・暴力団の維持、運営に協力し、又は関与していると認められる者 

・暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者 
 

 
添付書類について、最後に必ずご確認ください。 

 
  

☐工程表（工事内容やその始期・終期等に漏れや誤りはない。） 

☐見積書（合計額と内訳総額の不整合や、申請書に記載した所要経費と齟齬はない。） 

☐既存の浴場施設の営業許可書又はその証明書の写し（現在の営業者名義となっている。） 

☐法人の登記事項証明書（法人の場合のみご提出ください。） 

☐前年度の事業税及び都民税の納税証明書（納税が完了している前年度のものとなっている。） 

☐印鑑証明書（申請者名義のものであり、この申請書に押印した印影と一致している。） 

☐【法人の場合】法人税申告書及び決算書の写し（過去１か年の直近の決算期間のもの） 

【個人の場合】所得税確定申告書及び決算書の写し（過去１か年の直近の決算期間のもの） 

☐別紙５①に掲げる書類等（施工前写真や図面等の書類がすべて揃っている。） 

☐知事が必要と認める書類（申請者が浴場の所有者ではない場合は貸借契約書に加え、所有者

から得たこの申請に係る工事の実施に関する同意や営業誓約期間の同意が確認できる書類等、

この申請書に記載した重要な事項を証明する書類が揃っている。） 
 

 申請書の体裁について、最後に必ずご確認ください。  

☐この申請書は、日本工業規格Ａ４縦型の用紙により両面印刷されている。 

☐この申請書は、１ページ目左側長辺に２か所ステープラ止め又は袋綴じ処理がされている。 

☐この申請書は、漏れなく割印を押印している（実印により、各用紙に跨った押印や製本テー

プと用紙に跨った押印がされ、複数の用紙が一体のものであることが示されている。） 

☐この申請書は、記入漏れや押印漏れはなく、必要な情報がすべて記入されている。 


